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事務局メール便  不定期

        2024年 11月号（10月 24日発信） 

〒169-0051 東京都新宿区西早稲田2-3-18 日本キリスト教会館52号室 ＲＡＩＫ内 

    電話（03）3203-7575  E-mail : raik@kccj.jp 

郵便振替：00190-4-119379  口座名称：外キ協 

ホームページ: http://www. gaikikyo.jp 
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・第6期 からふるカフェ 案内 

・マイノリティ宣教センター「つきいち広場11月」案内  

・外キ協第39回全国協議会公開講座 案内 

・外キ協第39回全国集会 案内 

・『RAIK通信』第204号 紹介 

・声明「永住取消制度は廃止すべき」、そして賛同お願い 

 

◆「難民・移民なかまのいのち協働基金」 発足集会◆ 

 
⇒参加費は無料。詳細は外キ協ホームページをご覧ください 

◇2023 年 8 月〜2024 年 7 月に実施した「難民・移民なかまのいのちの緊急基金（緊急基金）」では、多く

の教会・団体・個人のみなさまから1,000万円もの献金が寄せられ、313名の難民・移民の方々に一人3万

円の支援金を届けることができました。しかし、難民申請者や仮放免者を国外追放しようとする2023年「改

悪」入管難民法が今年6月10日から実施されるなか、医療・教育・労働・居住などの諸権利が保障されず、

過酷な生活を余儀なくされている人たちが増えています。私たちは、引き続きこの活動を通して、一人でも多

くの共に生きる仲間たちに、祈りと思いを届けていきたいと思います。 

◇私たちは第二次プロジェクトとして、「難民・移民なかまのいのち協働基金（難民いのち基金）」を、下記のよ

うに始めます。ぜひ難民・移民の仲間たちの現状を知り、一人ひとりのいのちと生活を支える働きに参加して

くださることを願っています。 

◆「難民・移民なかまのいのち協働基金」 発足集会 

◇日時 ： 10月 27日（日） 16：00～17：30 ≪オンライン≫ 

◇主催：外国人住民基本法の制定を求める全国キリスト教連絡協議会（外キ協） 

難民・移民なかまのいのち協働基金運営チーム（基金運営チーム） 

●開会の祈り 

●いのちと生活を支える働きに連帯して――緊急基金2023～24の活動報告から：河内理恵さん 

●与えられたいのちを分かち合うために――難民いのち基金2024～25の計画：森小百合さん 

●移民・難民を支えるパートナー支援団体からの連帯メッセージ 

  ▶︎わたぼうし教室：大元麻美さん  

外国人住民基本法の制定を求める
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▶︎Geminiオンライン日本語教室：磯部加代子さん 

▶︎仮放免高校生奨学金プロジェクト：稲葉奈々子さん 

●これからの取り組み：今給黎眞弓さん 

●閉会の祈り・みんなでうたおう：田村義明さん 

＊当日の ZOOM  https://us06web.zoom.us/j/82863995004?pwd=lZ0QDpTb9fBJc3B62hgbZYV5IC9fei.1 

 

◆「難民・移民なかまのいのち協働基金」 ここのか祈祷会 

◇日時 ： 11月９日（土） 19：00-19：30 ≪オンライン≫ 

＊当日の ZOOM  https://us06web.zoom.us/j/81576448847?pwd=NIHaRp9ILp0RRrQ2kiq7pWWhgzrCad.1 

 

◆外国人住民基本法の制定を求める全国リレー集会◆ 
 

⇒参加費はいずれも無料。詳細は外キ協ホームページをご覧ください 

○11月２日（土）14：00～16：00 《オンライン》 

 主催：日本バプテスト連盟日韓・在日連帯特別委員会 

 講師：佐藤信行さん（外キ協事務局）「外国籍住民の人権課題 なんでも相談室」 

  ＊当日の ZOOM ミーティング ID: 873 7788 0830  パスコード: 978867   ※参加申し込みは不要 

○11月９日（土）14：00～16：00 ≪対面とオンライン≫ 

 会場：日本キリスト教会横浜桐畑教会（横浜市神奈川区桐畑10-8） 

 主催：神奈川外キ連 

 講師：石田正人さん（「記憶 反省 そして友好」の追悼碑を守る会 事務局員）「群馬の森の朝鮮人追悼碑、その大切さ」 

 ＊参加申し込み  https://bit.ly/3T0qR0m 

○11月 16日（土）18：00～19：30 ≪対面とオンライン≫ 

 会場：カトリック大阪高松教区大司教館会議室（大阪市中央区玉造2-24-22） 

 主催：関西外キ連／関西代表者会議 

 講師：丁 章さん（チョン・ジャン／在日三世の詩人）「在日を生きる」 

 ＊参加申し込み  https://forms.gle/yRb7G3Ssd8CaQeCj6 

○11月 17日（日）15：00〜17：00 ≪対面とオンライン≫ 

会場：広島カトリック会館多目的ホール（広島市中区幟町４） 

主催：広島外キ連 

講師：木村雄二さん（RINK-すべての外国人労働者とその家族の人権を守る関西ネットワーク） 

「相談活動の現場から見える在留外国人の現状とこれから」 

＊オンライン申し込み https://forms.gle/euJTJWav9L6o81tG9 

 

◆第６期◆からふるカフェ ≪対面≫ 

主  催：外キ協／NCC在日外国人の人権委員会／マイノリティ宣教センター 

対面会場：マイノリティ宣教センター（東京都新宿区西早稲田2-3-18 日本キリスト教会館52号室）  

◇11月 28日（木）18：30～20：00 

  ゲスト：三木幸美さん（フィリピンと日本の二つのルーツをもつ） 

 

◇12月 12日（木）18：30～20：00 

  ゲスト：チョン・ウヒさん（在日コリアン三世） 

 

https://us06web.zoom.us/j/82863995004?pwd=lZ0QDpTb9fBJc3B62hgbZYV5IC9fei.1
https://us06web.zoom.us/j/81576448847?pwd=NIHaRp9ILp0RRrQ2kiq7pWWhgzrCad.1
https://bit.ly/3T0qR0m
https://forms.gle/yRb7G3Ssd8CaQeCj6
https://forms.gle/euJTJWav9L6o81tG9
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●マイノリティ宣教センター つきいち広場 ≪オンライン≫ 

各教会・各地の取り組みの最新情報を分かち合います 

日時：11月4日（第一月曜日）19：00～20：00 

お話：日本聖公会正義と平和委員会「死刑制度廃止」 

＊当日の ZOOM ミーティング ID: 830 7409 8368  パスコード: hiroba 

 

外キ協第 39回全国協議会 公開講座  ≪対面とオンライン≫ 

日時●2025年1月23日（木）19：00～20：30 

会場●KCC（大阪市生野区中川西2-6-10） 

講師●李相勲さん（名古屋学院大学）「在日大韓基督教会の宣教論と外キ協運動」 

外キ協第 39回全国集会  ≪対面とオンライン≫ 

日時●2025年1月24日（金）18：30～20：45 

会場●在日大韓基督教会 大阪教会（大阪市生野区中川西2-5-11） 

＜第一部＞メッセージ：前田万葉さん  

＜第二部＞パネルディスカッション：関西代表者会議「多民族・多文化共生の社会と教会をめざして」 

     ≪コーディネータ―≫ 中家 盾さん 

≪パネラー≫ 尾島信之さん／鄭守煥さん／松浦 謙さん／下川俊也さん 

＊公開講座・全国集会のオンライン参加申し込み  https://forms.gle/H9LxkeQCLzwA13169 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

● 『RAIK通信』 第 204号（2024年 10月 25日発行）紹介 

特集●「国民国家」から「市民国家」へ 

・国境を必要とする国家、国境を越える市民●李 起 豪 

・韓国社会の非正規職労働者の現実●南 在 英 

・連載：移民の往来⑦ ある幻視者の帰国●古屋 哲 ほか 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

≪声明≫ 

国際人権条約に違反する「永住資格取消制度」を廃止すべきである 

～人種差別撤廃委員会への日本政府回答書の欺瞞～ 

2024 年 10月４日  移住者と連帯する全国ネットワーク（移住連） 

 

●人種差別撤廃委員会の懸念と是正勧告、それに対する日本政府回答の齟齬  

「在留カードの常時携帯義務を履行しないなど入管法に違反した時／税金や社会保険料を滞納した時／軽

微な法令違反をした時、永住資格が取り消される。これは、永住者の日本での安定した生活基盤を奪うこと

になる。永住者の数は891,569 人で在日外国人の約26％であり、永住資格取り消しの潜在的な対象の人

数規模はかなり大きい。永住者の人権、とりわけ人種差別撤廃条約の下で保護される諸権利に及ぼしうる不

均衡な影響を憂慮する。委員会は締約国に対し、８月２日までに、改定内容の見直し、または廃止するため

にとられた措置に関する情報を含む回答を提示するよう要請する」（人種差別撤廃委員会の書簡要約）  

今年４月、私たち移住連は、国連の人種差別撤廃委員会（以下「委員会」）にあてて「早期警戒・緊急アクショ

ン手続き」によって、永住取消法案の問題点と危険性について通報した。それを受けて委員会は、追加情報を移

住連に求めるなど熟議して、６月25日、日本政府に上記の書簡を送った。  

これに対して日本政府は９月25日、回答書を国連の人権理事会事務局に送った。  

しかしこの回答書では、永住資格取消制度の核心的問題にはいっさい触れず、「人種差別撤廃条約の下で保護

https://forms.gle/H9LxkeQCLzwA13169
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される永住外国人の権利に不均衡な影響を及ぼすものではない」として、新制度の表面的な説明に終始している。  

●根拠薄弱な立法事実と立法目的  

政府回答書で立法事実として唯一挙げているのは、「現状、一部の永住者において、永住許可後に公的義務を

適正に履行しない場合がある」という箇所だけである（回答書４－２）。つまり、「公租公課の支払能力があるの

にあえて支払をしない」「入管法上の義務を遵守しない」永住者の数や割合を、いっさい示していない。政府と

してはそれを具体的に示すことができないほど、それがごく「一部」だからである。  

それは衆・参法務委員会の法案審議でも明らかである。法務省が公租公課の未納について全国1,741 自治体

のうちヒヤリングをした自治体はわずか７自治体である。また法務省答弁では、永住者の親が実子の永住許可申

請をしたケース1,825件（2023 年１月～６月）のうち、住民税未納や国民健康保険未納、国民年金未納の件

数を出したが、いずれも永住資格を取り消すほどの数値ではなく、永住取消条項をわざわざ設ける根拠とはなり

得ないものであった。 

また政府回答書は、立法目的として「現行の入管法においては、永住許可後に在留審査をする手続がないため、

そのような［公的義務を適正に履行しない］永住者に対して適切な在留管理を行うことができない」から、とし

ている（回答書４－２）。そして、永住者であっても「外国人である以上……在留資格の取消や退去強制手続等

の入管法による在留管理の対象」だとしている（回答書４－１）。  

しかし、日本がすでに加盟している国際人権規約や人種差別撤廃条約において、その条約実施監視機関である

各委員会は、外国人の法的地位と権利についてその解釈基準を次のように明示している。  

≪各締約国は自由権規約上の権利を ｢その領域内にあり、かつ、その管轄の下にあるすべての個人｣ に対し 

て確保しなければならない。……規約で定められた権利は、相互性とかかわりなく、かつ、その国籍または 

無国籍にかかわりなく、すべての人に適用される。したがって、規約の各々の権利が市民と外国人との間で 

差別されることなく保障されなければならない。……規約は、その保障する権利に関しすべての保護を外国 

人に与えており、締約国は、その要求を法令および実行において適切に遵守すべきである≫（自由権規約委 

員会「一般的意見15」）。  

≪人種差別に対する立法上の保障が、出入国管理法令上の地位にかかわりなく、市民でない者［外国人］に

適用されることを確保すること、および立法の実施が市民でない者に差別的な効果をもつことがないよう確

保すること≫（人種差別撤廃委員会「一般的勧告30」）。  

したがって「入管法上の在留管理」も、これらの国際人権基準によって制約されるのであり、本来は条約加入

時に、入管法をはじめとする外国人法制度が抜本的に改正されなければならなかったのである。それどころか、

政府は、外国人に対する加重罰となりかねない永住資格取消を盛り込んだ改悪を行なったのである。それに対し

て、人種差別撤廃委員会は、人種差別撤廃条約および同委員会が採択した一般的勧告30 の「法律の施行が市民

でない者に対して差別的な影響を及ぼさないこと」（パラ７）などに基づき、見直しの可能性を問いかけたので

ある。  

しかし、政府の回答は、冒頭から「人種差別にあたらない」と反駁し、あたかも入管法が国際人権基準より上

位に位置しているかのように、改定内容の「正当性」を強弁している。  

このように政府回答書は、永住取消制度改定の立法目的も立法事実も根拠薄弱のうえ、立法過程についても、

意図的に言及していない。すなわち、現在 89 万人となる永住者およびその家族からのヒヤリングも一切なく、

諸外国における永住資格付与後の取消制度も示すことなく法案が作成されたのである。おそらく政府は、諸外国

の同制度を数年かけて調査したものの、公租公課未納で永住資格を取り消す制度をもつような国を見つけられな

かったのであろう。  

●法務省・入管庁の自由裁量のもとでの“適切な運用”という欺瞞  

政府回答書では、「在留カードの携帯や有効期間の更新を単に失念した場合」や「病気や失業など、本人に帰

責性があるとは認めがたく、やむを得ず公租公課の支払ができないような場合」は、永住資格が取り消されるこ

とはない、としている（回答書３―２、３）。しかし改定条文には、「正当な理由がある場合は除く」という例外

規定がまったくない。現行の入管法の在留取消条項には、この例外規定が置かれているのにかかわらず、である。
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つまり永住資格を取り消すかどうか、すべて法務省・入管庁の判断、自由裁量にかかっているのである。  

また政府回答書は、「仮に在留資格の取消事由に該当する場合であっても、直ちに『永住者』の在留資格を取

り消して出国させるのではなく、原則として『定住者』等の在留資格に変更し、引き続き安定的に我が国に在留

させる」としている（回答書３―５）。しかしここでも、改定条文には「原則として……」の規定が全くなされて

いない。したがって、「定住者」などの在留資格変更にするのか、国外退去を迫るのか、すべて法務省・入管庁の

自由裁量による運用次第なのである。そして政府回答書には、法律ではなく「政府の自由裁量による運用」につ

いて一言も触れていない。  

さらに政府回答書は、公租公課未納に対する国家公務員や地方公務員の通報について、条文上は「通報するこ

とができる」と規定し、「報告を義務付ける制度とはしていない」としている（回答書３―６）。だが、すでに現

行法では、退去強制にかかわる違反行為を発見した時の公務員の通報義務を定めていて、その運用においては「通

報義務を履行すると当該行政機関に課せられている行政目的が達成できないような例外的な場合には……通報

するかどうかを個別に判断する」という例外規定が置かれている（2003年11月17日、入管局長通達）。そ

れにもかかわらず、退去強制事案だけではなく、公租公課未納まで拡大して公務員に通報させることは、本末転

倒である。なぜなら、国税庁も年金機構も地方自治体も、滞納者を通報することが業務ではないからである。本

来の業務とは、倒産・解雇・大病などで国民健康保険料を払えなくなった永住者に対しては、これまでと同様に

「保険料の減免措置」を、国民年金では「年金保険料免除制度」を適用することなのである。  

したがって、永住取消条項を拡げたこと、さらに公務員による未納者通報まで設けたこと自体、悪意に満ちた

立法であり、人種差別撤廃委員会が指摘するように「国際人権条約の下で保護されるべき永住者の諸権利」を侵

害するものである。  

●日本政府と国会がすべきこと  

政府回答書の最後は、「永住者の置かれている状況に十分配慮する」旨の条文の一部修正、「永住者の利益を不

当に侵害することのないよう……特に慎重な運用に努める」という国会での附帯決議を引用し、人種差別撤廃委

員会の懸念について「既に適切な措置がとられている」と結んでいる。  

しかし、これまで見てきたように政府回答書は、委員会の懸念と是正勧告に何一つ答えていない。  

この改定法の実施は３年以内、つまり2027年６月21日までに施行するとなっている。政府および国会は、

改定法、とりわけ今回増設した永住資格取消条項をただちに廃止すべきである。  

そして国会は、2009年改定入管法の際、与野党が一致して、附則第60条第３項「永住者の在留資格をもっ

て在留する外国人のうち特に我が国への定着性の高い者について、歴史的背景を踏まえつつ、その者の本邦にお

ける生活の安定に資するとの観点から、その在留管理の在り方を検討するものとする」と追加し、さらに参議院

では附帯決議で「永住者の在留カードの常時携帯義務およびその義務違反に対する刑事罰の在り方、在留カード

の更新等の手続き、再入国許可制度等を含め、在留管理全般について、広範な検討をおこなう」としたのである。

したがって、永住者の在留資格の安定化こそがいま求められているのである。 

 

●賛同団体● 外国人住民基本法の制定を求める全国キリスト教連絡協議会（外キ協）／在日韓国人問題研究所（RAIK）／

日本聖公会大阪川口基督教会／日本聖公会大阪教区社会宣教／在日韓国朝鮮人宣教協働委員会／日本福音ル

ーテル教会社会委員会／在日韓国聖公会出身教役者会／日本聖公会人権問題担当者／日本聖公会東京教区人

権委員会／日本キリスト教協議会在日外国人の人権委員会／全国キリスト教学校人権教育研究協議会／日本

キリスト教会人権委員会／日本自由メソヂスト教団／「キリスト者・九条の会」北九州／神戸国際キリスト教

会／ほか41市民団体 

 ＊この声明は、これまで外キ協が全国リレー集会（８～11月）で訴えてきた、そして永住者の仲間たちが語ってくれたことをまとめ、 

移住者と連帯する全国ネットワーク（移住連）の仲間が加筆してくれたものです。賛同をぜひお願いします。 

＊移住連は、この声明に賛同していただける団体を募集いたします。 

【団体賛同フォーム】 https://forms.gle/Xa5Wej41Trghd9XD9 （入力期限：10月 31日(木)まで） 

https://forms.gle/Xa5Wej41Trghd9XD9

